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以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)

自然減を主因とした人口減少が続く
■23年連続で人口減　
　令和5年（2023年）10月1日現在の本県の人口は1,163,024人で、前年の
1,180,512人に比べて17,488人（1.5%）減となりました。
　昭和60年（1985年）以降の本県の人口の推移をみると、同年の1,433,611人
から減少傾向が続いた後、平成5年（1993年）から平成8年（1996年）にかけ
ては一旦増加しましたが、平成9年（1997年）に再び減少に転じて以降、平成12
年（2000年）を除き一貫して人口減で推移しています（図1）。

■　自然減は拡大傾向
　令和5年（2023年）の本県の自然動態をみると、出生数は5,575人で、前年
の6,011人に比べて436人減少しています。また、死亡数は19,844人で、前年の
18,443人に比べて1,401人増加しています。その結果、自然増減（注）は14,269
人減となり、前年の12,432人減に比べて減少幅が1,837人拡大しています。
　昭和60年（1985年）以降の自然増減の推移をみると、同年には自然増が7,351
人でしたが、その後出生数は減少傾向で推移する一方、死亡数は増加傾向で推移し
ています。平成11年（1999年）に自然減に転じて以降、一貫して自然減が続いて
おり、その減少幅は拡大傾向にあります（図2）。
(注)自然増減=出生数−死亡数

⎧自然増：出生数>死亡数⎫
⎩自然減：死亡数>出生数⎭

■　社会減は近年概ね横ばい傾向
　令和5年（2023年）の本県の社会動態をみると、県外からの転入者数は
15,555人で、前年の16,148人に比べて593人減少しています。一方、転出者数
は20,208人で、前年の20,261人に比べて53人減少しています。その結果、転出、
転入に職権記載等を含めた社会増減（注）は4,665人減となり、前年の4,129人減
に比べて減少幅が536人拡大しています。
　昭和60年（1985年）以降の社会増減の推移をみると、同年以降、一貫して社会
減で推移しています。社会減は、最も多かった昭和62年（1987年）が11,969人、
最も少なかった平成7年（1995年）が357人となっており、平成11年（1999年）
以降は2〜7千人の間で推移しています（図3）。
(注)社会増減=転入者数−転出者数

⎧社会増：転入者数>転出者数⎫
⎩社会減：転出者数>転入者数⎭
※本項では社会増減の算出に職権記載等を含めている。

資料：�昭和60、平成2、7、12、17、22、27、令和2年は総務省統計局「国勢調査」、他の年は県ふる
さと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)

※　各年　前年10月から当年9月までの値

※　各年　前年10月から当年9月までの値

※　各年　人口は10月1日現在、増減数は前年10月から当年9月までの値
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自然減と社会減の二重の要因による急激な人口減少
■　自然減と社会減の二重の要因による急激な人口減少
　本県では、戦後人口が急増しました。その後、昭和35年（1960年）から昭和47年（1972年）にかけてと昭和61年（1986年）
から平成3年（1991年）にかけて、人口が減少しています。その原因は、それぞれの時期に県外、特に東京圏（東京都、神奈川県、
埼玉県、千葉県）に大きな人口流出があったためと考えられます。その後は平成10年（1998年）頃まで人口は一定水準で推移し
ていましたが、それ以降、急激な人口減少が続いています。
　人口の増減要因のうち「自然増減」については、出生数が戦後ほぼ一貫して減少し続けましたが、平成10年までは平均余命の延
びを背景に死亡数がそれほど増えず「自然増」でした。しかし、平成11年（1999年）以降は死亡数が出生数を上回る「自然減」
の時代が続いています。
　また、「社会増減」については、転入・転出ともに年による変動はあるものの、一貫して転出が転入を上回る社会減が続いています。
　これらのことから、本県は、平成11年以降、自然減と社会減の二重の要因により、急激な人口減少局面に入っているといえます

（図1）。

■　出生率の低下と母親世代の人口減少
　出生数の減少は、出生率の低下と母親世代の人口の減少が主な要因です。本県の合計特殊出生率の推移をみると、平成17年

（2005年）から平成27年（2015年）にかけてやや上昇したものの、おおむね低下傾向で推移してきました。また、母親世代であ
る15 〜 49歳の女性人口の推移をみると、昭和45年（1970年）以降、一貫して減少しています（図2）。
　出生率の低下の要因の一つには未婚率の上昇があります。本県の25歳から44歳までの年齢階級別未婚率の推移をみると、昭和
55年（1980年）以降ほぼ一貫して上昇傾向にあり、特に男性の30歳代、女性の20歳代後半から30歳代の未婚率が上昇していま
す（図3）。

■　若者層を中心とした関東への人口流出
　本県の平成4年（1992年）以降の人口移動の状況を年齢階級別にみると、転出超過数に占める15 〜 19歳及び20 〜 24歳の割
合が高くなっています。これは、県外大学等への進学や、高校や大学・短大等を卒業後に県外に就職する者が多いためと考えられ
ます。このうち、15 〜 19歳は期間を通じて転出超過であるものの、少子化等を背景として転出者数は減少傾向で推移しています
が、20 〜 24歳は平成10年（1998年）に転出超過となって以降、転出超過数に占める割合が増加傾向にあります（図4）。
　また、本県の人口移動の状況を全国の地域ブロック別にみると、本県からは、関東への転出超過の割合が高くなっています。こ
れらのことから、県外への進学や就職の相当の部分を関東が占めていると考えられます（図5）。

資料：�総務省統計局「国勢調査」、同「人口推計」、同「住民基本台帳人口移動報告」�
厚生労働省「人口動態統計」

※各年　前年10月から当年9月までの間
以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」

※各年　前年10月から当年9月までの間

以上資料：総務省統計局「国勢調査」

資料：総務省統計局「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」

54



　３　年齢別人口の推移 第
１
部 

岩
手
の
人
口
・
経
済

少子高齢化が更にすすむ
■　年少人口・生産年齢人口・老年人口ともに減少
　令和5年（2023年）10月1日現在の本県の年齢（3区分）別人口をみると、年
少人口（０〜 14歳）は119,927人で、前年の124,558人に比べて4,631人減少して
います。生産年齢人口（15 〜 64歳）は624,360人で、前年の635,795人に比べて
11,435人減少しています。また、老年人口（65歳以上）は403,825人で、前年の
405,247人に比べて1,422人減少しています（図1）。

■　上昇する老年人口の割合
　昭和25年（1950年）以降の本県の年齢（3区分）別人口割合の推移をみると、年
少人口（０〜 14歳）の割合は低下傾向で推移し、平成元年（1989年）に20％を下
回りました。その後も低下が続き、令和5年（2023年）は、同割合が10.4％となっ
ています。
　一方、老年人口（65歳以上）の割合は上昇傾向で推移し、平成10年（1998年）
に20％を超え、平成27年（2015年）には30％を超えました。令和5年の同割合は
35.2％となり、およそ2.84人に1人が65歳以上の高齢者となっています（図2）。

■　少子高齢化が進む本県の人口ピラミッド
　本県の人口の年齢構造の変化を人口ピラミッドでみると、昭和25年（1950年）は

「ピラミッド型」であったものが、昭和55年（1980年）には、中学・高校卒業後の
就職による転出や年少人口（０〜 14歳）の減少により、「つり鐘型」になりました。
　その後、年少人口が減少し老年人口が増加する少子高齢化が進行したことにより、
令和5年（2023年）には「つぼ型」となっています（図3）。

資料：�総務省統計局「国勢調査」、令和５年は県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」
　　　(岩手県毎月人口推計)

※　各年10月1日現在

※　割合算定の際は年齢不詳を除いている。
資料：総務省統計局「国勢調査」、令和３年以降は県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」
　　　(岩手県毎月人口推計)

※　各年10月1日現在

※　年齢不詳があるため、合計は総人口と一致しない。
資料：総務省統計局「国勢調査」、令和３年以降は県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」
　　　(岩手県毎月人口推計)

※　各年10月1日現在
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以上資料：総務省統計局「国勢調査」

資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)

65歳以上の世帯員のいる世帯が過半数
■　増加する世帯数と減少する世帯人員
　令和5年（2023年）10月1日現在の本県の世帯数は535,019世帯で、前年の
534,585世帯に比べて434世帯増加しました。また、令和5年10月1日現在の本
県の世帯当たり人員数は2.17人で、前年の2.21人に比べて0.04人減少しました。
　本県の世帯数と世帯当たり人員の推移をみると、世帯数は平成元年（1989年）
から現在まで増加傾向にありますが、人口は減少傾向にあることから、世帯当たり
の人員数は減少傾向にあります（図1）。

■　１人世帯、２人世帯の割合が上昇
　令和2年（2020年）の人員別世帯数の割合をみると、1人世帯が33.3％で最も
高く、以下2人世帯28.9％、3人世帯17.7％、4人世帯11.5％、5人世帯4.9％
と、世帯人員が多くなるほど、世帯数の割合は低くなっています。
　また、その推移をみると、平成7年（1995年）には、1人世帯と2人世帯の割
合が同数で、以下、3人世帯、4人世帯と続いていましたが、それ以降、1人世
帯、2人世帯の割合が上昇するとともに、3人以上の世帯の割合は低下の傾向にあ
ります。
　一方、全国における1人世帯と2人世帯の割合はそれぞれ38.0％、28.1％と
なっており、本県における1人世帯の割合は全国より低くなっています（図2）。

■　65歳以上の世帯員のいる世帯が過半数
　令和2年（2020年）の本県の65歳以上の世帯員のいる一般世帯は252,912世
帯となっており、平成27年（2015年）の245,190世帯に比べて3.1％（7,722世帯）
増加しています。
　また、高齢夫婦世帯（夫が65歳以上、妻が60歳以上の夫婦1組のみの一般世帯）
は57,656世帯で、平成27年の53,475世帯に比べて7.8％（4,181世帯）増加して
おり、高齢単身世帯（65歳以上の者1人のみの一般世帯）は62,424世帯で、平成
27年の53,398世帯に比べて、16.9％（9,026世帯）増加しています。
　なお、一般世帯総数に占める65歳以上の世帯員のいる世帯の割合をみると、
令和2年は51.5％で、平成27年の50.1％に比べて、1.4ポイント上昇しています

（図3）。

※　各年10月1日現在

※　各年10月1日現在

※　各年10月1日現在
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以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)

全ての圏域で人口が減少
■　全ての圏域で人口が減少
　令和5年（2023年）10月1日時点の本県の人口を広域振興圏別にみると、最も
人口が多い圏域は県央広域振興圏で452,087人、最も少ない圏域は県北広域振興
圏で98,296人となっています。
　前年と比べると全ての圏域で人口が減少しており、人口減少率をみると、小さい
順に県央（1.01%減）、県南（1.52%減）、沿岸（2.17%減）、県北（2.27%減）と
なっています（図1）。

■　県央、県南と沿岸、県北の人口規模の差は拡大傾向
　令和5年（2023年）の広域振興圏別人口の構成比をみると、県央、県南ともに
県内人口の38%を超えており、県央、県南合わせて77.3%を占めています。
　平成2年（1990年）以降の推移をみると、県央、県南では構成比がおおむね上
昇傾向にあり、平成2年に比べて県央で6.3ポイント、県南で0.6ポイント、それ
ぞれ上昇しました。これに対し、沿岸、県北では構成比がおおむね低下傾向にあ
り、平成2年に比べて沿岸で4.8ポイント、県北で2.0ポイント、それぞれ低下し
ました。その結果、圏域間での人口規模の差は長期的に拡大傾向にあります（図2）。

■　全ての圏域で自然減と社会減が続く
　令和5年（2023年）の人口増減を要因別にみると、前年比では全ての圏域で自
然減及び社会減となっています（図3）。
　過去10年間における推移をみると、自然増減については、平成26年（2014年）
以降全ての圏域で自然減となっています。また、社会増減については、平成26年

（2014年）以降は全ての圏域で社会減となっています。なお、令和5年は、県央
と県南で社会減の減少幅が大きく拡大しています。（図4、5）。

資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)
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※　割合の算定においては人口総数に年齢不詳を含まない。
資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)

県央を除く圏域では3人に1人以上が65歳以上
■　県央を除く圏域では3人に１人以上が65歳以上
　令和5年（2023年）10月1日現在の本県の年齢（3区分）別人口割合を広域
振興圏別にみると、年少人口（０〜 14歳）割合が高い順に、県央11.3%、県南
10.4%、県北9.2%、沿岸9.0%となっています。
　また、生産年齢人口（15 〜 64歳）割合は、高い順に、県央57.5%、県南
53.8%、沿岸50.1%、県北49.9%となっています。
　一方、老年人口（65歳以上）割合は、高い順に、沿岸及び県北40.9%、県南
35.8%、県央31.2%となっており、県央を除く圏域では3人に1人以上が65歳以
上となっています（図1）。

■　全圏域で年少人口割合、生産年齢人口割合は低下傾向、老年人口割合は上昇傾向
　平成26年（2014年）から令和5年（2023年）までの推移をみると、全ての圏
域で年少人口割合及び生産年齢人口割合が低下しています。
　また、年少人口割合及び生産年齢人口割合は、平成26年以降、10年連続で県央
が最も高くなっています（図2、3）。
　一方、老年人口割合は、全ての圏域でその割合が高まっています。
　なお、各圏域の老年人口割合の推移をみると、平成26年以降、老年人口割合の
高い沿岸、県北と最も低い県央の差は9ポイント前後で推移してきており、令和5
年の差は9.7ポイントとなっています（図4）。

以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)
　　　　　国勢調査年は総務省統計局「国勢調査」
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多くの市町村で長期的な人口減少
■　本県の4.1人に１人は盛岡市に居住
　令和5年（2023年）10月1日現在の本県の人口を市町村別にみると、多い順に
盛岡市283,674人、奥州市108,191人、一関市105,918人などとなっています。
特に、本県人口（1,163,024人）に占める盛岡市の割合は24.4%と、およそ4.1人
に1人が盛岡市に居住していることになります。
　一方、少ない市町村順にみると、普代村2,289人、田野畑村2,837人、野田村
3,710人などとなっています（図1）。

■　すべての市町村で人口減少
　令和4年（2022年）から令和5年（2023年）にかけての市町村別の人口増減
率をみると、すべての市町村で人口が減少し、減少率の大きい順に西和賀町（3.9%
減）、岩泉町（3.1%減）、一戸町（2.9%減）などとなっています（図2）。
　なお、人口増減数をみると、減少数の大きい順に盛岡市、一関市、奥州市などと
なっています（図3）。

■　多くの市町村で長期的な人口減少
　令和5年（2023年）までの直近10年間の市町村別人口の推移をみると、人口が
増加しているのは矢巾町（2.0%増）のみとなっています。
　一方、人口減少率の大きい順にみると、西和賀町（24.3%減）、葛巻町（23.3%
減）、住田町（22.9%減）などとなっており、全体の約8割に当たる26市町村で、
減少率が10%を超えています（図4）。
　このように、本県では多くの市町村で人口減少が進んでいます。

資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計) 以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」(岩手県毎月人口推計)

※　両年10月1日現在間の増減率

※　両年10月1日現在間の増減数

※　両年10月1日現在間の増減数・増減率

図４　市町村別人口増減率（平成25年10月〜令和５年９月）
（単位：人、％） （％）

市町村 増減数 増減率 －30　　－20　－10　　0　　　10
1 矢 巾 町 527 2.0 
2 滝 沢 市 －1 0.0 
3 北 上 市 －1,015 －1.1 
4 紫 波 町 －1,207 －3.6 
5 盛 岡 市 －16,918 －5.6 
６ 金 ケ 崎 町 －993 －6.1 
7 花 巻 市 －9,295 －9.4 
8 奥 州 市 －13,302 －10.9 
9 陸 前 高 田 市 －2,221 －11.4 
10 大 槌 町 －1,589 －13.3 
11 久 慈 市 －4,985 －13.9 
12 野 田 村 －617 －14.3 
13 一 関 市 －17,693 －14.3 
14 雫 石 町 －2,502 －14.4 
15 平 泉 町 －1,197 －15.0 
16 遠 野 市 －4,489 －15.8 
17 二 戸 市 －4,573 －16.0 
18 大 船 渡 市 －6,221 －16.1 
19 山 田 町 －2,612 －16.2 
20 洋 野 町 －2,848 －16.8 
21 八 幡 平 市 －4,622 －16.9 
22 釜 石 市 －6,178 －17.0 
23 宮 古 市 －9,925 －17.6 
24 九 戸 村 －1,174 －19.0 
25 岩 手 町 －2,817 －19.9 
26 軽 米 町 －1,963 －20.3 
27 田 野 畑 村 －759 －21.1 
28 岩 泉 町 －2,187 －21.7 
29 一 戸 町 －2,944 －21.8 
30 普 代 村 －655 －22.2 
31 住 田 町 －1,373 －22.9 
32 葛 巻 町 －1,590 －23.3 
33 西 和 賀 町 －1,491 －24.3 
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以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」
※(　)内数字は、前年の値
以上資料：県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」

県外移動は全ての圏域で転出超過
■　県内移動は県央及び県南で転入超過、沿岸及び県北は転出超過
　令和4年（2022年）10月1日から令和5年（2023年）9月30日までの人口移
動を広域振興圏別にみると、県内移動は、県央及び県南で転入超過、沿岸及び県北
で転出超過となっています。県外移動は、その他の圏域から沿岸へ転入超過となっ
ている以外は、全ての圏域で転出超過となっています（図1）。
　また、男性、女性ともに、県央、県南及び県北で県外への転出超過の超過数が前
年より増加し、沿岸で減少しました（図2、3）。

■　県外移動は全ての圏域で転出超過
　圏域別の県内移動を詳しくみると、県央は全ての圏域から転入超過であり、県南
は沿岸及び県北から転入超過、県央に対して転出超過であり、全体としては転入超
過、沿岸は全ての圏域に対して転出超過、県北は沿岸から転入超過、県央及び県南
に対して転出超過であり、全体としては転出超過となっています。
　県外移動については、全ての圏域で転出超過となっており、沿岸を除く圏域では
超過数が前年と比べて増加しています。また、転出先として最も多いのは、県央、
県南では関東地方、沿岸、県北では東北地方となっています（表1）。

表１　広域振興圏別移動先別人口移動差引一覧表（令和4年〜令和5年）� （単位:人）

転出先等
転入先等 県　央 県　南 沿　岸 県　北 計

県　　　　　央 − ▲ 133 ▲ 430 ▲ 234 −
県　　　　　南 133 − ▲ 237 ▲ 99 −
沿　　　　　岸 430 237 − 10 −
県　　　　　北 234 99 ▲ 10 − −

県内からの転入超過 797 203 ▲ 677 ▲ 323 −
（931） （269） （▲741） （▲459）

北　　海　　道 ▲ 48 ▲ 42 ▲ 36 ▲ 21 ▲ 147
東　　　　　北 ▲ 166 ▲ 434 ▲ 333 ▲ 262 ▲ 1,195

青　　　　　森 219 46 ▲ 4 ▲ 124 137
宮　　　　　城 ▲ 479 ▲ 533 ▲ 302 ▲ 109 ▲ 1,423
秋　　　　　田 80 98 ▲ 10 ▲ 14 154
山　　　　　形 33 ▲ 28 ▲ 7 0 ▲ 2
福　　　　　島 ▲ 19 ▲ 17 ▲ 10 ▲ 15 ▲ 61

関　　　　　東 ▲ 1,321 ▲ 930 ▲ 224 ▲ 80 ▲ 2,555
北　　　　　陸 ▲ 42 ▲ 46 ▲ 18 ▲ 18 ▲ 124
中　　　　　部 ▲ 111 ▲ 127 ▲ 24 ▲ 12 ▲ 274
近　　　　　畿 ▲ 126 ▲ 99 ▲ 21 ▲ 16 ▲ 262
中　　　　　国 ▲ 27 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 5 ▲ 52
四　　　　　国 ▲ 14 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 26
九　　　　　州 ▲ 45 ▲ 65 ▲ 23 ▲ 16 ▲ 149
国　　　　　外 ▲ 25 ▲ 33 180 9 131
（再掲）東北、関東以外 ▲ 438 ▲ 429 45 ▲ 81 ▲ 903

県外からの転入超過 ▲ 1,925 ▲ 1,793 ▲ 512 ▲ 423 ▲ 4,653
（▲1,711） （▲1,115） （▲890） （▲397） （▲4,113）

出　　　　　生 2,462 2,077 675 361 5,575
死　　　　　亡 6,177 8,080 3,523 2,064 19,844
職 権 記 載 ▲ 16 ▲ 1 1 4 ▲ 12
外国人登録増減 226 678 369 161 1,434
帰　　化　　数 4 5 2 1 12
人 口 増 減 ▲ 4,629 ▲ 6,911 ▲ 3,665 ▲ 2,283 ▲ 17,488
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資料：東北経済産業局「百貨店・スーパー販売額の推移」 資料：東日本建設業保証(株)「公共工事前払金保証統計」

資料：国土交通省「住宅着工統計」

資料：�(一社)日本自動車販売協会連合会「新車・月別販売台数」、岩手県自動車販売店協会「月別登録
台数(車種別)」、(一社)全国軽自動車協会連合会「軽四輪車県別新車販売台数」

一部に弱い動きが見られるものの、持ち直しの動きが続いた本県経済（その1）
■　一部に弱い動きが見られるものの、持ち直しの動きが続いた本県経済
　令和5年（2023年）の本県経済は、一部に弱い動きが見られるものの、持ち直しの動きが続いた一年とな
りました。
　個人消費については経済活動が本格化したことなどに伴い、年平均で前年を上回りました。生産活動は主に
輸送機械で半導体不足が改善した影響などから緩やかな持ち直しの動きが見られたものの、電子部品・デバイ
ス工業で生産調整の影響などから弱い動きとなりました。また、雇用関係は、有効求人倍率が、年間を通して
前年を下回り、持ち直しの動きに弱さが見られました。建設投資は、公共工事請負金額が前年を下回ったもの
の、貸家が前年に比べて大幅に増加したことなどから前年水準を上回って推移しました。

■　個人消費は、持ち直しに向けた動きが継続している
　令和5年（2023年）の百貨店・スーパー販売額（既存店）は、スーパー販売額が飲食料品を中心に1年を
通して前年水準を上回って推移しました。百貨店販売額は、飲食料品の落ち込みに加え暖冬の影響などから
主力の衣料品が振るわず、また、物価高騰の影響や前年に一部消費回復をした反動減などもあり、前年水準を
二桁台で下回って推移した月があるなど、持ち直しの動きに足踏み感がみられました。全体としては持ち直し
の動きが継続しました（図1）。
　また、令和5年の乗用車新車登録台数は、前年まで半導体などの部品不足で落ち込んだ生産が復調し、納車
期間が短縮された影響などから、12月を除く全ての月で前年水準を上回りました。車種別にみると、小型車、
軽乗用車が前年を下回る月があったものの、普通乗用車は年を通して大幅に前年水準を上回りました。なお、
年平均は前年比4.4%減を大きく上回る、11.5%増となりました（図2）。

■　新設住宅着工戸数は前年水準を上回って推移している
　令和5年（2023年）の新設住宅着工戸数は、2月が貸家が前年に振るわなかった反動増となったほか、3月、
8月は大型マンションの着工があったことなどから、これらの月は大幅に前年を上回って推移しました。全体
としては前年を上回って推移した月が多く、年平均は前年比2.4%増と、前年水準を上回りました（図3）。
　また、令和5年の公共工事請負金額は、前年の工事請負金額が少なかった反動から1月、3月、11月は前年
を上回って推移したものの、年を通して大型工事が行われなかった影響などから、年平均は前年比5.7%減と、
3年連続で前年を下回りました（図4）。
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※　岩手県の令和５年12月は速報値
資料：経済産業省「鉱工業指数」、県ふるさと振興部「岩手県鉱工業生産指数」 資料：(株)東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」

資料：総務省統計局「消費者物価指数」、県ふるさと振興部「盛岡市消費者物価指数」

資料：岩手労働局「一般職業紹介状況」

一部に弱い動きが見られるものの、持ち直しの動きが続いた本県経済（その2）
■　鉱工業生産指数は低下傾向で推移
　令和5年（2023年）の鉱工業生産指数（季節調整済指数、平成27年=100）は、電子部品・デバイス工業
が生産と販売のバランスを図るため生産調整が行われた影響などから６月から9月を中心に前月より低下し推
移しました。
　なお、原指数年平均（速報値）は129.0と前年（134.1）を下回りました（図1）。

■　本県の有効求人倍率の年平均は前年を下回り、全国を下回る
　令和5年（2023年）の県内の雇用情勢について、産業別の新規求人数を前年比でみると、「宿泊・飲食サー
ビス業」が新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴う人流の回復などの影響により求人数が増加しましたが、
多くの産業の新規求人数は原材料価格の高騰による物価高の影響などを受け、前年を下回って推移しました。
これらの状況から、年平均の有効求人倍率は1.24倍と、前年の1.34倍を下回りました。
　なお、全国の有効求人倍率は年平均で1.31倍となり、前年の1.28倍から0.03ポイント上昇しました（図2）。

■　本県の消費者物価指数の年平均は前年を上回り、上昇率は全国を上回る
　令和5年（2023年）の盛岡市の消費者物価指数（令和2年（2020年）=100）は、総合指数の年平均が
106.7と前年に比べて4.1%上昇するなど、年間を通して前年を上回って推移しました。
　要因としては、原材料価格の高騰や円安の影響などにより、食料品を中心として多くの費目が値上がりした
ことなどが影響しました。
　なお、全国の総合指数の年平均は105.6と、前年から3.2%上昇しました（図3）。

■　倒産件数、負債額ともに前年を大幅に上回る
　令和5年（2023年）の県内企業倒産件数は、前年より8件増加し55件と2年連続で増加しました。また、
負債総額は年後半に大型倒産が発生した影響などから、前年比120.7%増の117億1,900万円となりました。
　なお、新型コロナウイルス感染症関連倒産は25件と、前年の18件を大幅に上回りました。また、東日本大
震災直接・関連倒産件数も5件発生しました。
　一方、全国では、倒産件数は8,690件（前年比35.2%増）となり、また、負債総額は約2兆4,026億4,500
万円（前年比3.1%増）と2年連続で前年を上回りました（図4）。
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以上資料：県出納局「岩手県歳入歳出決算の概要」

令和4年度決算額は歳入歳出ともに前年度を下回る
■　令和4年度決算額は歳入歳出ともに前年度を下回る
　令和4年度（2022年度）の一般会計歳入決算総額は、国庫支出金や県債などの減により、前年度と比べ
て9.9%減の8,987億円となっています。主な歳入についてみると、県税は前年度と比べて2.0%減の1,316
億円、地方交付税が同4.4%減の2,303億円、国庫支出金が同12.3%減の1,699億円、県債の発行額が同
26.7%減の610億円となっています。
　また、令和4年度の一般会計歳出決算総額は、総務費や土木費、災害復旧費などの減により、前年度と比
べて10.0%減の8,459億円となっています（図1、2）。

■　実質公債費比率は改善、県債残高は減少
　人件費などの経常的経費に地方税などの経常的一般財源がどれだけ充当されたかを示す経常収支比率

（注1）は、令和4年度（2022年度）決算で94.2%と、令和3年度（2021年度）の88.2%から6.0ポイン
ト悪化しています（図3）。これは、令和3年度の全都道府県の中央値88.3%を大きく上回る水準となって
います（図4）。
　なお、標準財政規模に占める実質公債費の割合を示す令和4年度の実質公債費比率（注2）は、12.8%と、
令和3年度の13.3%から0.5ポイント改善しています。
　また、令和4年度末の県債残高は1兆3,045億円と、令和3年度末に比べて2.2%減少しています（図3）。
(注1)経常収支比率：�財政の弾力性(ゆとり)を見るための指標。この割合が低いほど、財政にゆとり

があり、さまざまな状況の変化に柔軟に対応できることを示す。
(注2)実質公債費比率：�歳入に対する借金返済額の割合を見るための指標。この指標が25%を超えると、

一般単独事業の起債が制限される。

■　依存財源の割合が高い本県
　地方交付税と国庫支出金の合計額を歳入総額で除した値を「財政移転依存度」と定義すると、令和3年度

（2021年度）の本県の財政移転依存度は44.5%と、令和2年度（2020年度）の45.6%から1.1ポイント
下降していますが、令和3年度の全都道府県の中央値43.4%を上回っており、依存財源の割合が高いこと
がわかります（図4）。
　なお、令和3年度の本県の1人当たり地方交付税は201千円、地方税は141千円、合計額342千円となっ
ており、全国順位は12位となっています。
　また、令和4年度（2022年度）は、1人当たり地方交付税が195千円、地方税は143千円、合計で338
千円となっています（図5）。

以上資料：総務省「令和３年度都道府県決算状況調」、「人口推計」
　　　　　県総務部「普通会計・決算状況(H30〜R4年度)」

※　図の赤座標軸は令和３年度の各指標の中央値(データの真ん中の値)。
　　青印は令和4年度、赤印は令和３年度、黄印は令和2年度の本県の数値。
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資料：県ふるさと振興部「令和2年度岩手県県民経済計算年報」

一人当たり県民所得は2年連続の減少
■　名目、実質ともにマイナス成長
　令和2年度（2020年度）の本県経済は、新型コロナウイルス感染症の流行による
経済停滞にさらされ、運輸・郵便業や宿泊・飲食サービス業が大幅に減少したこと
などにより、県内総生産は令和元年度（2019年度）に引き続き減少となりました。
　また、経済成長率は、名目は前年度比2.2%の減少、実質は同3.0%の減少となり
ました（表1、図1）。

■　県内総生産の全国シェアは横ばい
　令和2年度（2020年度）の本県の経済規模を示す県内総生産は、名目で4兆7,474
億円、実質で4兆6,565億円となりました。令和2年度の名目での全国シェア（国
内総生産に占める県内総生産の割合）は、前年度と比べ0.02ポイント上昇し0.89%
となっています。全国シェアの推移をみると、平成23年度（2011年度）以降、概
ね横ばいで推移しています（表1、図2）。

■　一人当たり県民所得は減少
　令和2年度（2020年度）の県民所得の分配は、雇用者報酬と企業所得が減少となっ
たことなどにより、前年度と比べて5.9%減少して3兆2,272億円となりました。ま
た、一人当たりの県民所得は4.7%減少して266万６千円となりました（表1）。
　なお、全国を100とした場合の令和2年度の一人当たり県民所得の水準は、前年
度から1.1ポイント上昇し、89.2となっています（図3）。

以上資料：県ふるさと振興部「令和2年度岩手県県民経済計算年報」

表１　県民経済計算の概要

区分 令和元年度 令和２年度対前年度
増 加 率

対前年度
増 加 率

岩
　
手

県 内 総 生 産
名 目 4兆8,563億円 -1.2% 4兆7,474億円 -2.2%
実 質 4兆7,987億円 -1.5　 4兆6,565億円 -3.0　

県 民 所 得 の 分 配 3兆4,288億円 -1.7　 3兆2,272億円 -5.9　
人 口 1,225,658人 -1.2　 1,210,534人 -1.2　
一 人 当 た り 県 民 所 得 279万8千円 -0.6　 266万6千円 -4.7　

国

国 内 総 生 産
名 目 557兆3,065億円 0.2　 535兆5,099億円 -3.9　
実 質 550兆6,282億円 -0.7　 525兆6,583億円 -4.5　

国 民 所 得 の 分 配 400兆6,470億円 -0.4　 375兆6,954億円 -6.2　
人 口 126,144千人 -0.2　 125,731千人 -0.3　
一 人 当 た り 国 民 所 得 317万6千円 -0.2　 298万8千円 -5.9　

一人当たり県民所得水準
（一人当たり国民所得=100） 88.1 − 89.2 −
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資料：県ふるさと振興部「令和2年度岩手県市町村民経済計算年報」

市町村内総生産は県北のみ増加
■　市町村内総生産は県北のみ増加
　令和2年度（2020年度）の市町村内総生産の市町村計は4兆7,474億円となり、前年度に比べ2.2%
減少しています。
　広域振興圏別にみると、県北は8.2%増と前年度を大きく上回った一方、県央で1.1%減、県南で
5.1%減、沿岸で2.7%減と前年度を下回りました（表1）。
　なお、県央は2年連続の減少、県南は６年ぶりの減少、沿岸は3年連続の減少、県北は2年連続の
増加となりました（図1）。

■　市町村民所得の分配は全ての圏域で減少
　令和2年度（2020年度）の市町村民所得の分配の市町村計は3兆2,244億円となり、前年度に比
べ6.0%減少しています（表1）。
　広域振興圏別では、県央で4.9%減、県南で7.1%減、沿岸で8.3%減、県北で2.6%減と全ての圏域
で減少しました。なお、県央、県南は2年連続、沿岸、県北は3年連続の減少となりました（図2）。

■　一人当たり市町村民所得の市町村平均は266万4千円
　令和2年度（2020年度）の一人当たり市町村民所得（注）の市町村平均は266万4千円となり、
前年度に比べ4.8%減少しています。
　広域振興圏別では、県央で4.2%減、県南で6.2%減、沿岸で5.2%減、県北で1.4%減と全ての圏域
で減少となりました（表1）。
　市町村平均を100とした各圏域の水準は、県央が106.1（前年度比0.7ポイント上昇）と最も高く、
次いで県北が96.6（同3.4ポイント上昇）、県南が96.5（同1.4ポイント低下）、沿岸が95.2（同0.4
ポイント低下）の順となりました（図3、4）。
(注)一人当たり市町村民所得：�雇用者報酬のほか、財産所得、企業所得など市町村内の住民や企業など

が得た所得の合計を人口で割ったもの。個人の所得水準を表すものでは
ない。

以上資料：県ふるさと振興部「令和2年度岩手県市町村民経済計算年報」

表１　令和２年度市町村民経済計算の概要（名目値）� ※（　）内は対前年度増加率
県　央 県　南 沿　岸 県　北 市町村計

市 町 村 内 総 生 産 1兆6,979億円 1兆8,432億円 7,741億円 4,322億円 4兆7,474億円
(-1.1%) (-5.1%) (-2.7%) （8.2%） (-2.2%)

第 １ 次 産 業 390億円 483億円 269億円 341億円 1,482億円
(-0.2%) (-1.9%) (-5.4%) （2.5%） (-1.2%)

第 ２ 次 産 業 2,314億円 6,407億円 2,785億円 1,415億円 1兆2,921億円
（3.0%） (-8.9%) (-3.5%) （32.6%） (-2.3%)

第 ３ 次 産 業 1兆4,205億円 1兆1,466億円 4,654億円 2,549億円 3兆2,874億円
(-1.8%) (-3.0%) (-2.1%) (-1.1%) (-2.2%)

市町村民所得の分配 1兆3,092億円 1兆1,938億円 4,503億円 2,711億円 3兆2,244億円
(-4.9%) (-7.1%) (-8.3%) (-2.6%) (-6.0%)

雇 用 者 報 酬 9,373億円 7,892億円 2,910億円 1,607億円 2兆1,782億円
(-1.8%) (-2.5%) (-5.0%) (-2.1%) (-2.5%)

財 産 所 得 722億円 683億円 262億円 155億円 1,822億円
（0.6%） (-0.1%) (-2.3%) (-0.1%) (-0.1%)

企 業 所 得 2,997億円 3,362億円 1,331億円 949億円 8,639億円
(-14.5%) (-17.4%) (-15.8%) (-3.8%) (-14.8%)

一人当たり市町村民所得 282万7千円 257万1千円 253万6千円 257万3千円 266万4千円
(-4.2%) (-6.2%) (-5.2%) (-1.4%) (-4.8%)
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実収入が4年連続で全国平均を下回る
■　実収入が4年連続で全国平均を下回る
　家計調査によると、令和4年（2022年）の盛岡市の2人以上の勤労者世帯（以下「勤労者世帯」
という。）の1か月間の実収入（年平均）は、600,801円となっています。
　また、実収入の推移をみると、平成25年（2013年）から多少の変動はあるものの増加傾向に
あり、令和4年は前年と比べ10,353円増加しています。
　なお、全国平均617,654円と比べると16,853円低く、4年連続で全国平均を下回っています

（図1）。

■　世帯主の勤め先収入の割合は上昇
　盛岡市の勤労者世帯の実収入の内訳をみると、令和4年（2022年）の世帯主の勤め先収入は
425,660円と、全国平均450,906円を下回っていますが、前年と比べ9,732円増加しています。
一方、世帯主の配偶者の勤め先収入は117,968円と、全国平均97,378円を上回っています。
　実収入に占める世帯員別の収入割合をみると、世帯主の勤め先収入の割合は70.8％で、全国
平均73.0％を下回っています。また、前年と比べると、0.4ポイント上昇しています（図2）。

■　貯蓄・負債とも少ない本県の家計
　令和元年（2019年）全国家計構造調査によると、本県の勤労者世帯（2人以上）の平均年間
収入は674万4千円と、全国平均738万円と比べ63万６千円低くなっています。これを年齢階
級別に見ると、本県、全国とも「45 〜 54歳」で最も高く、それぞれ747万9千円、815万1千
円となっています（図3）。
　また、本県の勤労者世帯の貯蓄現在高は859万9千円と、全国平均1,108万2千円と比べ248
万3千円低くなっています。これを年齢階級別にみると、本県、全国とも「55 〜 64歳」で最
も高く、それぞれ1,321万2千円、1,693万5千円となっています。また、負債現在高は560
万4千円と、全国平均789万5千円と比べ229万1千円低くなっています。これを年齢階級別に
見ると、本県、全国とも「35 〜 44歳」で最も高く、それぞれ909万7千円、1,269万7千円と
なっています（図4）。

資料：総務省統計局「家計調査」

資料：総務省統計局「家計調査」

以上資料：総務省統計局「全国家計構造調査」
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家計消費支出は2年ぶりの減少
■　家計消費支出は２年ぶりの減少
　家計調査によると、令和4年（2022年）の盛岡市の2人以上の勤労者世帯（以下「勤労
者世帯」という。）の1か月当たりの消費支出は、307,326円となっています。これは全
国平均320,627円に比べると13,301円低く、全国の県庁所在市（47市）の順位では33位
となっています（図1）。
　また、消費支出の推移を見てみると、平成25年（2013年）以降増減を繰り返していま
すが、令和4年は前年に比べ306円（0.1%）減と、2年ぶりに減少しています（図2）。

■　通信費の割合は概ね横ばい傾向
　主要費目別にみると、盛岡市の勤労者世帯の消費支出に占める食料費の割合（エンゲル
係数）は、20%台で推移しており、令和4年（2022年）は26.1%となっています。
　通信費の割合は概ね横ばい傾向ですが、令和4年は4.4%と、前年と比べると1.0ポイン
トの下降、平成25年（2013年）と比べると0.6ポイントの下降となっています。また、自
動車等関係費の割合は年により増減を繰り返しており、令和4年は9.4%と、前年と比べる
と1.3ポイントの上昇、平成25年と比べると3.0ポイントの下降となっています（図2）。

■　支出に占める食料、光熱・水道等の割合は全国平均を上回る
　令和4年（2022年）の盛岡市の勤労者世帯の消費支出の構成比をみると、食料の割合が
26.1%と最も高く、次いで交通・通信14.8%、光熱・水道10.1%の順となっています。全
国平均と比べると、食料、光熱・水道などは割合が高く、教育、住居などは低くなってい
ます（図3）。
　平成25年（2013年）の項目別の支出額をそれぞれ100とすると、令和4年は盛岡市で
は家具・家事用品、食料、光熱・水道などの指数が上昇しています。これらの項目につい
ては、全国平均においても上昇していますが、上昇割合は盛岡市の方が高くなっています

（図4）。

資料：総務省統計局「家計調査」
※　項目別指数は、平成25年の支出額を100とし令和4年の値を指数化したものである。
以上資料：総務省統計局「家計調査」

※　端数処理の関係で、構成比の合計が100％にならないことがある。
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資料：総務省統計局「消費者物価指数年報」 資料：総務省統計局「小売物価統計調査(構造編)年報」

以上資料：県ふるさと振興部「盛岡市消費者物価指数」

盛岡市の消費者物価指数（年平均）は3年連続で上昇
■　消費者物価指数（年平均）は3年連続で上昇
　盛岡市の消費者物価指数の推移をみると、昭和49年（1974年）は第一次オイルショッ
クの影響で前年比21.7%上昇しましたが、その後は上昇率が徐々に縮小しました。
　最近の動きをみると、平成29年（2017年）は前年比1.3%、平成30年（2018年）は
前年比1.2%、令和元年（2019年）は前年比0.2%と3年連続で上昇しました。令和2
年（2020年）は上昇率が0.0%と横ばいとなったものの、令和3年（2021年）は前年
比0.2%、令和4年（2022年）は前年比2.3%、令和5年（2023年）は前年比4.1%と
3年連続で上昇しています（図1）。

■　費目別では食料、家具・家事用品などが上昇、交通・通信、教育が下落
　令和5年（2023年）の盛岡市の費目別の消費者物価を平成25年（2013年）と比較
すると、上昇率が大きいのは「食料」（31.9%増）、次いで「家具・家事用品」（28.1%増）、

「被服及び履物」（19.3%増）などとなっています。
　一方、下落したのは、「交通・通信」（5.2%減）、「教育」（0.9%減）となっています（図2）。

■　品目別では「乳卵類」などが上昇、「電気代」などが下落
　令和5年（2023年）の盛岡市の消費者物価を品目別（中分類別）にみると、前年比
で最も上昇したのは「乳卵類」（18.0%増）、次いで「肉類」（17.4%増）、「家事用消耗品」

（13.3%増）などとなっています。
　一方、下落した品目は「電気代」（11.5%減）、「保健医療サービス」（0.1%減）となっ
ています（図3）。

■　盛岡市の物価水準は全国平均を下回る
　全国平均を100とした消費者物価地域差指数をみると、盛岡市の令和4年（2022年）
平均の物価水準は99.1で、52市中26位となっています（図4）。
(注)全国52市：�47都道府県庁所在市(東京都は区部)及び川崎市、相模原市、浜松市、堺市、北九州

市の５政令市
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